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特別支援学校の不登校に関する予備的検討
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は約 12万人と多く、スクールカウン

、特別支援学校における不登校について

動向を明らかにすることを話的とした。その結果、
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論文であり、特別j支;媛学校の不笠校はlrKり j二げ

られていない。

ーブ了、特別支援学校の不登校の現状や実態を

テーマとした最近の論文としては芦谷・同

(2016)がある。この論文では、滋賀県下の吉

学校と !y:長学校を 12tく特別支援学校 12校を対象

に、不{~J校児童生徒数、不i:t校継続年数、学内

不笠校対応者、学外機1V<1との述携状況等につい

て質問紙調査を行っている。その結果、不全で校

児童生徒の在籍率は中学部 (2.02%)が小学部

(0.86%)の約2.31音であり、高等部 (4.73%)は

中学部の約2.3倍であること、及び、不笠校の

継続年数は 3 年以上 (31 人)が1\支も多く、 1~

3年が12人、 11f未満が 8人で、あったこと等の

実態を報告している。また我去・佐々木 (2004)

は、小児病院、児童養護施設、情緒障害児短期I

治療施設に隣接する病弱養護学校 l校の中学部

3年生(1999年 1月現在在京??生徒)のうち、不

笠校経験生徒 17名 (IQ70未満 3名合む)の担任

9名を対象に、不登校WJnuや生徒の状態像、進

路先、卒業後の適応状態等を明らかにするため

に質問紙調査を行った。そして、 17名全員が

高校や高等部に進学し、 14Z'Jが適応状態良好

で 3名が不適応、状態であったことを手段告してい

る口これら特定の県や学校を対象とした先行研

究はあるものの、全国の特別支援学校における

不笠校のjJL:lkや実態を検討した論文は見当たら

ない状況である。

本研究では予備的+~~fj~j"として、文部科学省の

学校1;~本調査結果に恭づいて特別支援学校の不

校校 Ji己主生徒数の年次ifí~移を求め、関連する先

行研究論文の検索を行い、特別支援学校におけ

る不笠校の:1犬況と研究の現状を切らかにするこ

とを I~I 的とした。なお本論文では、特別な場合

をi徐き、養護学校、託手:校、!理学校を含めて特

別支援学校として取り扱う。

II. 方法

1 .文部科学省「学校基本調査」に基づく不

登校児童生徒数と在籍率の推移

(1 )特別支援学校:文部科学省の HPI，:Uに拘

紋されている学校基本調査結果のうち、「問EI:I

日Ij長期j欠席児童生従数」について「学校ぎらい」

として集計が始まった昭和42年度から最新の

平成 27年度に d夫施された調責結果に基づいて、

特別支援学校の小学部・中学部別の不笠校児童

生徒数の年次ifi:移を求めた(平成 10年度以降は

「学校ぎらい」に代わって「不校校」と表記)。

学校li~ :;;j寸司査の不笠校に関する結果は i五年度の

データであるため、実質的な不な校児章生徒数

はi昭和41年度から平成26年度のものである。

なお、平成 17年度以前は盲学:校・聾学校・養

護学校のデータを合計した。また不笠校の基準

EI数は、昭和41年度から平成 2年度までは11::

IIU通算50FI以上、平成 3年度以降は年11¥]通算

30 1=1以上とされている。盲学校・弾学校・養

護学校日Ijに集計されていた平成 17年度以iIIfに

ついては、 3つの学校杭ごとに不笠校児l'i'i:生徒

数の年次iW移も別に求めた。

再三笠校ク己主主1=--1，tの在j存率は、小学部・ 11'学古15

)JIjに、不登校児2往生徒数を特別支援学校名学者15

在籍;!己主:生徒総数(学校 li~4ï: 1Jlij 査の「王子 iMìlJ Ij {:I:

学者数(小・ Il'う勺115)Jの「学部lJIj合計人数J)

で除して 100を掛けて算出した。なお、「年齢

別在学者数(小・ 1:1'学部)Jについては、昭和

43年度から昭和 50年度までは「外国人在学者

を除く」という記jl¥えがあるが、昭和 51年度以

降はその記故はない。

また長期欠席Ji己主生徒数における不登校の比

を明らかにするために、平成26年度の翌日EI] 

lJIj人数と在籍率を算出した。さらに養護学校、

菌学校、聾学校の実態の違いを明らかにするた

めに、学校松山!の最後の統計である平成 17年

度の県IIEI]lJIj人数とそE~iN率を算出した。

(2)小・中学校:文部科学省の HPI，HI に掲載

されている昭和42年!支から平成27ilミ!支に実施

された学校恭本制査の「理llEU別長月j欠席児童生

徒数」の結果から、小学校・ 11叶叫交lJIjに不登校

Jl己主生徒数の年次ifí~移を求めた。表記等につい

ては特別支援学校と同様である。

在籍率についてはq':)":jJIj支媛学校と同様に算tU

したが、「外出人在学者を除く」の記載はどの

寸
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特別支援学校の不登校にi却する予知li的松，;、j

年度にもなかった。

長期欠席児童生徒数における不登校の人数と

比率についても、特別支援学校と同線に算出し

た。

2. 先行研究論文の検索と分析対象論文の選
r=':可

A乙

情報学研究iiji-のCiNiiを利)lJして、第 I

段Ij{:yとして、「不笠校」、「笠校拒否」と「特別

支段学校」、「養護学校」、「高学校」、「聾学校」

を組み合わせたものをキーワードにして検索し

た。その結果、 701~1こが検出された。第 2段階と

して、検索結果から学会発表を除いた上で、論

文題目に「不校校」または「笠校i:j~否」、及び「特

別支援学校」または「養護学校」または「官学

校」または「聾学校」が合まれている論文を抽

出した。その際、論文題 I~l に「小学部」、「

部」、「高等部」がある場合も特別支媛学校、養

護学校、吉学校、弾学校と同様のJI日百として取

り扱った。 段終検索 1=1は2016年 8月22EIであっ

た。その結果、 J7編の論文を分析対象とした。

lli. 結果

1 .特別支援学校と小・中学校における不登

校児童生徒数と在籍率の推移

Fig.] に、特別支援学校とノト・ 11:1学校におけ

る不公校;i己主生徒数と在籍率の年次推移を示し

た。 J二段のl;gjは、特別支援学校の不登校児童生

徒数であり、中学部については昭和 56年度以

I{初段加11rI[lilJが顕著となり、特にヰ勺oc10年Ji(195 

人)以降の11/IJJIIは若しく、最新の平成26年度は

257人で、あった。小学部については平成 10年度

(44人)以降に明加傾向がは{若になり、最新の

平成26年度は81人であった。最大11tlは、全体

では平成26年度の338人、 111学部では平成26

年度の 257人、小学部では平成24年度の88人

であった。

11:1 +'交の1'iZ1は、小・ 1:1:1学校の不公校児童生徒数

であり、 1:1:1学校については昭和 55年度以降113加

傾向が似若であり、特に平成 7年度 (65β22人)

から平成 13年度(112211人)の明加は 6年間で

1.7m:と若しく、最新の平Ji反26{1三)支は 96、786人
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であった。小学校についても昭和62年)支 (5
ヲ
293

人)から平成 13年度 (26，511人)の増加は 14年

間で 5倍と著しく、最新の平成26:{I::J支は 25
ラ
864

人で、あった。 最大値は、いずれも平成 13年度で、

全体では 138，722人、中学校では 112，21]人、小

学校では 25，511人だった。

ド段の@は、特別支援学校と小・中学校の不

:登校児童生徒在籍率を示したものである。平成

26年度については、 1:1:1学校 (2.76%) は1=1:1学部

(0.84%)の約3.3倍、小学校 (0.39%)は小学部

(0.21%)の約1.9倍、全体で小・ 11:1学校 (1.21%)

は特別支援学校 (0.49%)の約2.5倍となってい

る。特別l支援学校の最大値は、全体では平成25

年度の0.50%、1:1:1学部では平成 10年度の0.96%、

小学部で、は平成24年度の0.24%だった。小・ rl:t

学校の最大値は、全体では平成 13年度の1.23%、

中学校では平成 19年度の2.91%、小学校で、は平

成26年度の0.39%だった。

Fig.2は、昭和141年度から平成 17年度までの

養護学校、宮学校、聾学校日Ijに不:古川交児童生徒

数、及び在籍率の{f次推移を示したものである。

不登校児童生徒数については養護学校が最も多

く、昭和 54年度以降は11;QリIJIl傾向が顕著である。

平成 17年度については1:1:1学部(183人)が小学

部 (38人)の約3.8倍となっている。 J設大は、

全体では工iz成 10年度の217人、中学部では平JJJ(

10年度の 176人、小学部では平成 16年度の 58

人だった。似し、知的障害、肢体不 I~III] 、病弱

の種別jごとの不弦校児童生徒数は示されていな

し、。

宮学校については、全体の最大1fi
l

lは昭和 51

年度、平成 10年度、平成 14年度の 7人で、あった。

聾学校については、全体の最大1ftlは平成 13年

度と平成 ]4{I::'IIIJの27人であり、ほとんどの年

度。で中学部の方が多かった。

在籍率については全体的にt目加傾向が見ら

れ、平成 13年度以降はいずれの学校稲でも

0.3%を越えていた。 最大値は聾学校の平成 14

年度0.79%であった。

Table 1に、学校基本調査の「四日1]日Ij長期欠j市

児生徒数」のデータに基づいて、だHltl別長
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(1'0障害特別支援学校中学部の生徒 I名の具体的

な支援経過を詳細に紹介している。その対象児

は知i'1引22容に加えて、 r~t校時には過i~~気や1I1~;IIl

といった身体抗;1犬も呈しており、 -11守的に

校が可能になったが、 i長終的には学童保育を不IJ

)FJ した方が心身の;1:J\ Ji~がよく、学校復帰とはな

らなかった。また、中学校の矢11(1包 I~J京害特別支援

学級在籍1:1:1に不笠校になり、不受校が継続した

まま高等部に入学し、入学式当初から継続的な

支援がなされた事例も報告されていた (i支野，

2014 ; -金子・熊111.ネ111肝， 2016)。

一方で、視覚障害や聴覚障害の特)JIJ_支援学校

に関する論文は見られなかった

N.考察

1 .特別支援学校における不登校児童生徒数

と在籍率の推移

特別支援学校全体の不登校児2往生徒の在籍率

を比較すると、 W):)]リ支援学校は小・ 1:1:1学校より

も、小学部で約 1/2、1:1:1学部で約 1/3と少なかっ

た。しかし、特別支援学校全体の不登校児童生

徒数は、全体的に見て小・ 1:1:1学校と i可保にJI;幼11

傾向にあり、平成26年度は1=1:1学部が小学部よ

り約 3倍多く、これも中学校の方が小学校より

-178-

がi布く、約3.5%から 7.5%の範1mにあった。

2. 特別支援学校の不登校に関する先行研究

論文

Table 2に分析対象論文 17編の学校前、研究

方法、論文概要を示した。学校7JIJには病弱養護

学校に!よりする論文が12編と最も多かった (No.6，

7，8，9，1 0，11 ，12，13，14，15，16， 17)。 例えば、小 )11

(2006) は、 司剥4主査f対対-主象《のJ病0荷J5弱5主養主i護斐字学:i校交35i校交に4在E 

給する1=1

る3お51l宰名?5iに不笠校経!弱段:があつたことを字報iRi日告告?して

いる O 病弱特別支段学校には寄宿舎を1jJj!えた学

校も多く、1'+1:1'j;1舎で、の不登校児童生徒支援が11t

-~課題となっていることが報告されていた(長

i河， 1993;中)11.小，1~・七)毛主主， 1992;中iJ_J，

1989 ;大藤， 1988)。また病院がi涜接した病弱

特別支援学校では、病院と学校の述抗が積極的

になされていた(古住・足立・高波・山口・小判IJ，

1991)。さらに、 TItJ籍校で不登校になり、試験

登校などを経て病弱養護学校に転入する見童生

徒も少なくないことが報告された(緒方・江上，

1996 ;佐藤， 2001 ;高LL!， 2006)。

病弱以外で、は、失111'1'01埠害特別支媛学校での支

援経過を具体(1'0に報告・検討したものが 4編

(No.1，2，4，5)あった。例えば菅野 (2011)は、失11



特別支援学校の不登校に関する予備的検討

Nt 著者(発行年) 学校種(学部等)

Table 2 特別支援学校における不登校に関する先行研究分析対象論文と概要

援実

1 金子i也 (2016)
知的障省特)lI)xl:理学校
(高等師)

2 問・芦谷 (2016)
知肢併段特別支援学校
(知的降省・中学部)

B 芦谷間 (2016)
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'7 d、JI¥(2006) 病弱養護学校

方法

知的賂饗特別主:復学校高等部に在籍し知的隊容と対人私怖症がある1年生iこ対して学校で行った実践的研究。中学校特

別支援学級時よ O不笠佼とな P、高等部の入供も校舎には入れず自家用車の中で行った。 4，5月も車中で授業を行い、
事例

5月末に初めて教室lごλった。以後は特別教事を使用して本人、保理者、持任で活動を行い、 2学期以降i立作業学習を中
丸心に本人の好みの活動を中心に行った結果、 1年間の登校が持続した。

軽度知的陣容と広汎位発進陣容のある児認。中学部への進学以降心身の不網が現れ、 10月半ばから欠席が統き、家庭訪

事例 問を総統したが再登校iこは至らなかった。中学部2年から自家用車での送迎により登校出来るようになった。外部専門

機関(病院・大学)の協力を得ながら本児の状態に応じた対応を工夫し、笠佼状況に援はあったものの3年時も笠校が継
続Lた。

滋賀県下の盲''l'!学伎を除く特別支復学校12校を対象に、不登校児童生徒数、不登校継続年数、学内不埜佼対応者、学

質問紙1調査 外機関との連携状況等について繍べた。不登校児童生徒の在籍'1l1立小学部 (0.86%)、中学部 (2.02%)、高等部

(4.73%) であった。不~校継続年数は3年以上31入、 1~3年12人、 1年未満8人であった。

中学校でのいじめがきっかけで中1の2学期以降不笠伎となり、高等部に入学した知的隊笹のある汚J且に対する高時間3

年間の学校での取り組みを紹介したもの。担任の継鋭的な家庭紡聞をきっかけに1年生6月から登校するようになったが、

事例 2学J聞からは不畳校となった。退学手続当日、昼校してきた本児に級友8名が真剣に退学を止まるよう話しかけたことを

きっかげに再度登校する主主になった。 2年次1士会社実習に通うと共に札友人ができたことで笠校が安定し、無事卒業
した。

知的障害特別文復学校中学部で、受校時に過換気.，謡吐といった身体%-状を呈して不登校となった中学部3年生iこ対し
事例 て、大学相献室と学僚が連慨して行った取り組みが紹介された。相談員、担任、学部主事、 blll校長、母親で文怨会議を

持っと共に、相絞室、学校、家庭で支援を行った。その結集、安定した登校iこは至らなかったが、学童保育を利府しそ
こでの活動を中心にするごとで体調は安定し、学童保育には継続的lと通うことができた匂

まず政府統計資料に基づいで、病弱養護学校の変容が紹介さ札た。在籍者数は1986年度の7，002，，1.から2006年度の4，190

鱗査結果分析人と減少していること、 2001年の全国病類絢王室から、心身症などの行動隊寄により病弱養護学校に在籍する児童生徒は
小学部127-，人 (7，6粉、中学問402人 (27五%)であった。，次いで、 2006年から2008'年の去手県「児童生徒の問題行動
等生徒指導よの諸問題iご閲する絢査J結集について報告され、考損されたe

病弱養護学校35校 (252名)の調査結呆を分析した。不笠授を経験した生徒数は351名 (60，9%)であり、その診断'I¥I土

質問紙総資心身症などの行動の障害 (207名7 、哨息などの呼扱器系のfR~. (38名)、虚弱目巴澗など (28名)、改惑など消化器系
の疾患 (14名)、結尿病など内分協疾思(13名)、アトピ一位皮膚炎など反騰疾患 (11名)九筋ジス!など判t経系の疾患

(11名)、その他(12名)だった。転入後の出席率は附符校時と比べ大幅に改笹した。

8 高山 (2006) 病弱幾護学校
(中学部)

実態報告
事伊j

自校(病弱接説掌校)中学部への転入生徒(17人}の主訴は心身症 (9人53%)、気管支鴫息 (6人35%)、慢性的心陸軍

疾患 (2人12%)、転入酎Iに不登校経験のある者は14名 (82%)であり、入学後は多くが登校している。教育相駁加で

支援している2事例の援要が控示された。

自殺婆佐々木 (2004) 病(弱中空学襲E部豊)学校

10 佐燐 (2001) 病(分弱養校護教学育相校銀部}

11 土日(1999) 病(1弱j、義.援中学学校部)

12 緒方 1工上 (1996) 病弱主要態学校

13 長岡(1993) 病ß~~書留学佼

14 中)11他 (1992) 病弱苦聖護学校

15 首位他 (1991) #i(J弱j、礎控中学・高校等官官)

16 中山 (1989) 1Pl~奇襲~学校

17 大路 (1988) 病弱書聖護学校

める病弱斐E重学校中学問!3年 (1999年1月現在在純生徒)のうち不登校経験生徒17名の担任9'I¥を対象に、対象生徒の不

調査 壁校期間、状態像、進路先、卒業後の適応状眼寺事を切らかにするためlご質問紙調査が行われた。その結果、 17名全員が

高校や高等部に進学し、 14名が適応状態良好で3名が不適応状態であったことが報告された。

病弱S聖護学夜(分校)における平成12年の教育相絞来技者で不登校を主訴とした者i土21名(相絞件数の87.5%)であっ

た。そのうち、転入に向けた飲験笠校を12名が希望し、実際lご5名が中学部に転入した。自授における教育相駁システ
ムと相談手閣について紹介された。

不登校iこ関する先行研究を鏡観し、学校基本語圏査によ争平成4年度から9年度の不笠校児窓生徒数の推移をまとめた後、
自校(病弱養護学校)における過去5年間の児童生徒数病類別年間在籍人数を報告した。平成8年度では1)、.中学部合計

で、骨量息・ 7lィユギ一族忠 (3名)‘腎語長患・心疾患 (3名)、車高尿・肥満・その他 (4名) .心身症・不登校 (33

名)、 1宜ll!'..iTl:複陣容 (8名)であった。

ーある病弱撃態学校を卒業した42人 (18識から29設)について、不登校に関係する事項について烈査した。不登校の発症

学年i立小学校20入、中学校22人であったa養護学校への転入学年は小5年2入、 J)、6年4入、中1年14̂"、中2年11入、中B

絢査 年13入、不明3人であり、複数回の転入もあった。出席率が確認された事例について、前持授 (35人 l の平均は551~% 、
霊童幾学校 (39人)の平均i土92.6%だった。絢査時の社会適応については、適応21入、なんとか適応1入、不適応6人、大
学在学中4人、不明10人であった。 ー

病弱養護学校寄宿舎寮慢として取り組んだ、中Iの4月iこ転入してきた不笠校児1名についての実践経過が紹介された。
家路的問趨も大きく、学校、福祉担当者、小学校時の担任等と巡携した取り組みがなされた。

実態報告

実態報告

実践根皆

実践報告
m窃養護学校在続の登校拒否症児，20名にグノレ}プSportsTherapyを15回実施し、その効呆を検征した。しかじ、日本版

MPI、 f運動の楽しさJg平定、 fBalesの過程分析j の結果からは、明確な治療効果は見いだされなかった。

併般の病弱害豊後学校をもっ病院で、養鰻学校と速七時しで取り組んだ心身医学的アプローチが紹介された。 5年間の表湖、

入院児i土455人で、気管支噛息{:l:195人 (42，9%) であり、連携組織(心と健康委員会)の対哉となった嶋息児は71人で

あり、そのうち28，2%が登校拒否、]4，1%が登校担否傾向を持っていた。その中から、 4伊jのきわだつだ症例が紹介され

た.

実館報告
事例

実践銀管 病弱護政学枝容宿舎での登校拒否児への取り組みが紹介された。 1961年から1989年までを4期に分11、各期での登校拒
杏児の~の変遷がまとめられた。l):.いで、脊宿舎指導員の指導実践例が紹介された。

病弱養護学校脊宿舎における登校定否児への取り組みの経緯と、ヲ寄宿舎での生活状況と留意事項が紹介されている。寄
宿舎では日課袈iこ従って生活が営まれ、下校後は曜日ごとの活動、当番活動、自治会活動などが実泊されている。帯宿

実践報告 舎での指導上の同意点、として以下の7点が挙げられた。①医療との連携を重視する、②信頼関係を鳴く有てる、③自治

活動・生活訓練をln:i見する、③楽しい遊びを重視する:⑤学習意欲を高める。⑤自分と舟図の人々の心をみつめる力を
君主うよう個別指，噂を探める、⑦保聾者と職員が互いに支えあう関係を育てるe

3.7倍多い傾向と同様であった。このことは社

会問題化している小・中学校の不登校と比べて

人数や在籍率は低いものの、以前と比べると増

加傾向にあり、具体的な支援策の立案と実施が

求められている状況にあると考えることができ

る。

には障害の学校種別のデ}タは示されていない

が、 Fig.2に示した平成17年度以前のデータか

らは、平成13年度以降いずれの学校種でも不

登校児童生徒の在籍率が0.3%を越えておーり、

不登校児童生徒への対応は学校種別にかかわら

ず必要性が高くなっていることが伺われる。ま

た、養護学校の不登校児童生徒数が盲学校・聾学校基本調査における特別支援学校のデータ
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学校を合わせた全体数の約 90%を占めており、

特別支援学校の不登校児童生徒数のほとんどは

IEI養護学校の児童生徒であることが推測でき

る。しかし、知的時害、 IJ支体不!とIEI=j、病 IJ~J 'lJIJの

人数は示されておらず、詳細は不明である。

また、 Table1の翌日EI=j別長期j欠席児童・生徒数

からは、特別支援学校では「病気」の在籍率が

小・中学校よりも小学部で約 25倍、 1:1:1学部で

約 101;'Ifときわめて高く、平成 17年度のデータ

からは養護学校の「病気」の在籍率が最も高い

ことがわかる。これは「不登校」以外にも、「病

気」によって年間 30日以 I~ 笠校が!却装!t になる

児童生徒が多数いることを示している。

2. 特別支援学校の不登校に関する先行研究

論文

対象とした 17 論文中、 :)1~1 rJ~J~寺 ~JIj支援学校(養

護学校)に関係する論文が12編と多かった。こ

のことは、病弱特別支援学校では不笠校を合む

心身症の児窓生徒の割合が~~:j v ¥ことが関係して

いると推測できる。例えば、病弱養護学校全校

97校 (1m答94校)を対象に平成 14年度と 15年

度に行われた調査 (I~l立特殊教育研究所病弱教

育研究部， 2004)では、小学部から高等部まで

の在籍者 (5，352人)のうち「心身症などの行動

障害」に該当する者は881人であり、全体の

16%を占めていた。さらに 881人のうち不笠校

経験者は 818人 (93%)であり、非常に高 V¥割

合であった。また新井 (2001) は寄宿舎併設病

弱主主設学校に在籍する児童生徒の病気以外の

特別なニーズを調査した結来、 186人中 155人

(83.3%)が不登校を挙げていたことを報告して

いる。これらのことから病弱特別支援学校には

不笠校(または経験者)の児童生徒が在籍して

いる制合が向く、学校の重要な支援課題になっ

ていることがJ釘!切される。

一方、病弱特別支援学校以外の論文は少なく、

また視覚障害やJf@党障害の特別支援学校に関す

る論文は兄られなかった。 Fig.2に示した不査

校生徒在籍率では、平成 13年度以降、養護学校、

古学校、聾学校いずれも 0.3%以上で推移して

いたことから、病弱以外の特別j支援学校でも不

笠校;i己主生徒の実態をi珂らかにし、支援体fljlJの

工夫や具体的な支援事例を報告することによ

り、特別支援学校において組織的に不笠校支援

ができるよう研究知見を蓄積することが求めら

れる。

3. 今後の課題

特別支援教育体制になって以昨、不弦校児童

生徒にはjする学校有[lJIJの統計'litf'('IIがなくなり、

不登校の現状把慌が一層難しくなっている。ま

た文部科学省で学校~~~本調査と同級に毎年実施

されている「児章生徒の!ll]!選行動等生徒指導_I~.

の諸問題に関する調査」では、小・中学校につ

いては不登校のきっかけ等が訓査されている

が、特別支援学校は調査対象になっていない。

特別支援学校の不受校児ii1生徒数も地加傾向に

ある現在においては、小・中学校と i古j様に詳細

な調査を行い、不笠校児童生徒の実態、支援体

ililJ、支援の経過等を明らかにし、不登校の予防

と支援に役立つ矢口見を蓄積していく必要がある

といえる。 同様に、先行研究においても病弱以

外では具体的な支援万法や支援事例を検討した

ものは少なく、身体的安田や家庭的要因、行動

特伯:等様々な1f1去iカ'1刻係する多様な不全そ校事例

に対してなされた支援経過を共有していくこと

が必要であるといえる。

イ寸記

本研究はJSPS科研賞:(l6K13594)の助成を受

けた。本研究の一部は日本相祉心理学会第 14

IITI大会においてポスタ一発表した。
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Preliminary Study of Non-attendance at Schools fOl・ Specialr、leedsEducation 

Shigeki SONOYAMA二SuughaCHO村 andAkiko KURA!VIITSU.叫

Cllrrentlyラ there3re approximaLely 120，000 sLlldents who do not attend elemeηtary 01・middleschools 

regularly in Japan. The government has been laking various measures the as主ignment01' 

school counselors in ol・derto meet their educational needs. However， we have limiled information aboLlI 

non-aHendelllce at schools for ne亡d言 education.In additiol1令 there3re not manvちtudieson real-

lite si¥uations 01' Ihese sludenls乱ndways to suppon them. The aim of rhis study was 10 delermine Ihe 

llumber of nonべlttendingstudents at needs schoo!s as wcll as Ihc annual changcs in rClention 

rates based on the 刊誌ults01、Schoulsasic Sllrvcy. We also reviewcd previolls studies to cxamine rhe 

research tl‘ends in this issue.人Ithoughthe overal! retention rate at ordinary schools are about 2.5 times 

なrthan one at needs schools， the nllmbとl'01' non-attending stuclenrs at special needs schools 

tcnds to incrcasing in 1・ece!1tyem・日川 isthe case with ordinary schools.丁hercsearch topics in 12 of 

17 previous sludies wcrc related ro schools for sludel1ts with hcalth impairments; however， there welな

110 studies on special necds schools tor thc visually 01' hearing impaired. Futulなさtudiξsneed LO 

Ihe reaSOI1S for non-auendanceち Ihcsupporting methods currently being llsedち andthe pl‘ogress 01' thむと

おupporlIngsyslcms. lr Is ro accumulatc reliable information to pl・ovideadequate support lor 

110n帥atlcndingstudents al special needs schools. 

Key words: 11011ぺluendanccat schoolラ special schoolち prεccdentstudy 

* 1二acultyof Human S仁lellじじs，University ofTsuklltヲa
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